
「鎌倉市共生社会の実現を目指す条例」に基づく令和元年度鎌倉市の取組（第2回共生社会推進検討委員会資料） 【資料２】

令和元年度の取組の例 令和元年度第1回共生社会推進検討委員会における主な課題 課題に対する今後の取組

共生社会について学び、実践できるような共生の意識の形成を図るための施策

・教育委員会との協働（教員研修や道徳教材の必要性） ・教員研修の実施（教育指導課、地域共生課）

・コミュニティスクール（地域運営学校）検討の必要性 ・鎌倉版コミュニティスクールの検討（教育委員会：令和2年度～）

2
市民、事業者に対する共生社会の実現に向けて必要となる啓
発、広報活動

意識形成の取組【別紙：資料3】 ・自治会、町内会、民生委員児童委員等に対する意識啓発
・地域における共生社会についての理解啓発の取組（地域共生課ほか）
・鎌倉市障害者差別解消支援地域協議会の設置（障害福祉課：令和2年度～）

十分な情報のやりとりを可能にするための施策 　

市の提供する情報、市民が知りたい情報のうち必要と認めら
れるものを分かりやすく提供

UDフォントの活用、デザインの工夫等 ・レイアウトやフォントなどにも工夫が必要 ・庁内印刷物等の質の向上（広報広聴課、地域共生課）

4 ・設置場所の拡充 ・（仮称）障害者の情報・コミュニケーション条例の制定（障害福祉課：令和2年度事業）

・活用コストが高いため、利用範囲の設定の検討が必要 ・（仮称）障害者の情報・コミュニケーション条例の制定（障害福祉課：令和2年度事業）

5 多様性に配慮した社会基盤施設等の整備

意識形成の取組【別紙：資料3】
開発行政プロセスへの関与

・大規模開発事業における協議プロセス関与のしくみづくり
・職員研修を通じた理解啓発（職員課、地域共生課）
・大規模開発事業等における協議プロセスへの関与検討（地域共生課ほか）

・民間施設に対する働きかけ ・地域における共生社会についての理解啓発の取組（地域共生課ほか）

共生の地域づくり

・市民、事業者との連携の推進（当事者意識、主体性の形成等） ・地域活動を支援する取組の検討（地域のつながり課）

・多様な働き方（障害者雇用、高齢者雇用等）についての事業者への理解啓発 ・事業者への理解啓発（地域共生課、高齢者いきいき課、障害福祉課）

7 ・身近な地域での相談から抽出された生活課題の解決を図る仕組みづくり ・包括的支援体制の構築（地域のつながり課、福祉総務課）

・地域における支えあいの仕組みの構築 ・包括的支援体制の構築（地域のつながり課、福祉総務課）

8 ・市全域での相談体制の強化

・包括的支援体制の構築（地域のつながり課、福祉総務課）
・福祉総合相談窓口による相談対応（地域共生課）
・かまくらサポートリスト（市民健康課）
・ひきこもり支援マップ等の普及啓発（青少年課）
・ひきこもり支援事業（生活福祉課：令和2年度～）
・神奈川県によるひきこもり相談窓口の設置（令和2年度～）

・地域での支えあいの居場所づくり
・包括的支援体制の構築（地域のつながり課、福祉総務課）
・地域活動を支援する取組の検討（地域のつながり課）

・合理的配慮にかかる対話や調整にあたっての基礎的な環境整備
・理解啓発の取組（地域共生課ほか）
・地域における共生社会についての理解啓発の取組（地域共生課ほか）

9 ・制度間の連携強化・横断を念頭においた研修プログラム実施 ・多職種ミーティングの実施（高齢者いきいき課ほか）

・地域で安心できる人間関係を構築できるよう、理解啓発プログラムをつくり、広める ・地域における共生社会についての理解啓発の取組（地域共生課ほか）

10 ・避難所運営マニュアル等に沿った対応への習熟 ・地域防災力強化の取組（総合防災課ほか）

・避難所における要支援者（子ども・障害者・高齢者等）への理解および支援の充実 ・地域防災力強化の取組（総合防災課ほか）

・災害時の助け合いにつなげるための地域づくり

・地域防災力強化の取組（総合防災課ほか）（総合防災課ほか）
・包括的支援体制の構築（地域のつながり課、福祉総務課）
・地域における共生社会についての理解啓発の取組（地域共生課ほか）
・地域活動を支援する取組の検討（地域のつながり課）

・情報や支援が届きにくい層への対応 ・地域防災力強化の取組（総合防災課ほか）

11 意識形成の取組【別紙：資料3】 ・職員の自発性の育成、管理職への理解啓発 ・職員研修を通じた理解啓発（職員課、地域共生課）

12 行政計画等への反映
第4期基本計画、地域福祉計画、（仮）子ども
がのびのびと自分らしく育つまち鎌倉条例

・共生の理念を反映した計画づくり ・行政計画策定プロセスにおける意見提供（地域共生課ほか）

支援に関わる者に対する教育、人材育成等の支援を通じた支
援の質の向上

意識形成の取組【別紙：資料3】
各制度内における研修プログラム実施

災害等への対応における多様性に配慮した支援
台風15号、19号への対応
属性別の救急救命講習の実施（聴覚障害者、外
国語対応）

条例の基本的施策の項目

市職員への啓発

1

学校教育、社会教育その他の教育等の場における意識形成 意識形成の取組【別紙：資料3】

3

公共の場におけるコミュニケーション手段の多種多様化
電光掲示板
デイジー
点字プリンター

6

共生社会の実現に資する活動を実施する市民及び事業者との
連携並びに支援

バリアフリー対応の海水浴場の整備
かまくらっ子発達支援サポーター
パートナーシップ宣誓制度
セカンドライフかまくら（地域課題解決につな
がるシニア雇用促進事業）

市民及び事業者が地域の生活課題の発見及び対応を可能とす
る地域づくりが行われるための支援

地域包括ケアシステムの構築検討

保健、医療、福祉、教育、就労その他の制度の枠を超え、又
は連携を図りながら、市民に対する包括的、総合的な支援

福祉総合相談窓口の設置
障害者二千人雇用
生活困窮者自立支援事業（就労準備支援事業、
家計相談支援事業、生活困窮世帯の子どもに対
する学習・生活支援事業）
在宅医療介護連携推進に係る「多職種ミーティ
ング」の開催


